
２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
市
町
村
に
係
る
市
町
村
道
（
改
正
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
百
七

十
七
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
道
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
延
長
又
は
面
積
（
改
正
法

附
則
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
旧
規
則
第
九
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
る

補
正
を
し
た
後
の
延
長
又
は
面
積
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
錯
誤
が
あ
っ
た
こ
と
に
よ
り
生
じ
た

錯
誤
に
係
る
額
は
、
次
の
算
式
に
よ
り
得
た
率
（
当
該
率
が
零
を
下
回
る
と
き
は
当
該
下
回
る
率
と
し
、
小
数
点
以

下
三
位
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
こ
れ
を
四
捨
五
入
す
る
。）を
錯
誤
が
あ
っ
た
年
度
に
お
い
て
当
該
市
町
村
に
交

付
し
、
又
は
通
知
し
た
額
に
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。

算
式

挿
入

３

第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
過
少
交
付
額
を
返
還
額
か
ら
減
額
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
減
額
し
た
額
が
零

を
下
回
る
と
き
は
、
当
該
市
町
村
に
対
し
て
は
、
改
正
令
附
則
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
下
回

る
額
を
交
付
額
と
み
な
し
て
、
同
条
第
一
項
本
文
の
規
定
を
適
用
す
る
。

別
記
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
目
の
区
分
の
歳
入
の
表
都
道
府
県
の
目
の
欄
中「

１
環
境
性
能
割

２
種
別
割

」

を「
１
自
動
車
税
」

に
改
め
、
同
表
都
道
府
県
の
款
の
欄
中「

15
都
（
道
府
県
）債
」

を「16
都（
道
府
県
）債
」

に
改
め
、

「
３
地
方
譲
与
税
」

の
款
か
ら「14

諸
収
入
」

の
款
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、同
表
都
道
府
県
の
欄
中

２
地
方
消
費
税
清
算
金

１
地
方
消
費
税
清
算
金

１
地
方
消
費
税
清
算
金

２
利
子
割
清
算
金

３
地
方
消
費
税
清
算
金

１
利
子
割
清
算
金

１
地
方
消
費
税
清
算
金

１
利
子
割
清
算
金

１
地
方
消
費
税
清
算
金

「

」

を

「

」

改
め
、
同
表
市
町
村
の
目
の
欄
中「

１
環
境
性
能
割

２
種
別
割

」

を「
１
軽
自
動
車
税
」

に
改
め
、
同
表
市
町
村
の
欄
中 に

令和年月日 火曜日 (号外特第号)官 報
４

第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
過
大
交
付
額
を
交
付
額
か
ら
減
額
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
減
額
し
た
額
が
零

を
下
回
る
と
き
は
、
当
該
市
町
村
に
対
し
て
は
、
改
正
令
附
則
第
四
条
第
一
項
本
文
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該

下
回
る
額
を
返
還
額
と
み
な
し
て
、
同
条
第
二
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

５

第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
各
号
に
規
定
す
る
錯
誤
を
発
見
し
た
年
度
又
は
そ
の
翌
年
度
に
お
け
る
各
市

町
村
に
係
る
交
付
額
又
は
返
還
額
は
、
当
該
年
度
に
お
け
る
改
正
令
附
則
第
四
条
第
一
項
の
規
定
を
適
用
し
て
計
算

し
た
同
項
に
規
定
す
る
算
定
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
算
定
額
」
と
い
う
。）か
ら
過
少
交
付
額
を
減
額
し
、
及

び
こ
れ
に
過
大
交
付
額
を
加
算
し
て
得
た
額
を
当
該
年
度
に
お
け
る
算
定
額
と
し
て
、
同
条
第
一
項
又
は
第
二
項
第

一
号
の
規
定
に
よ
り
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。

６

第
二
項
の
錯
誤
に
係
る
額
に
千
円
未
満
の
端
数
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
も
っ

て
、
当
該
錯
誤
に
係
る
額
と
す
る
。

７

旧
規
則
第
十
六
号
の
四
十
三
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
固
定
資
産
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条

別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
新
規
則
の
規
定
中
固
定
資
産
税
に
関
す
る
部
分
は
、
令
和
八
年
度
以
後

の
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
七
年
度
分
ま
で
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

２

市
町
村
は
、
法
第
三
百
四
十
一
条
第
十
号
及
び
第
十
一
号
に
規
定
す
る
土
地
課
税
台
帳
及
び
土
地
補
充
課
税
台
帳

（
法
第
三
百
八
十
一
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
み
な
す
土
地
補
充
課
税
台
帳
を
含
む
。）の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規

則
第
二
十
四
号
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で

き
る
。

３

市
町
村
は
、
法
第
三
百
四
十
一
条
第
十
二
号
及
び
第
十
三
号
に
規
定
す
る
家
屋
課
税
台
帳
及
び
家
屋
補
充
課
税
台

帳
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
二
十
五
号
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

市
町
村
は
、
法
第
三
百
六
十
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
課
税
明
細
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
二
十
五
号

の
二
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

法
第
三
百
四
十
一
条
第
十
四
号
に
規
定
す
る
償
却
資
産
課
税
台
帳
及
び
法
第
三
百
八
十
三
条
（
法
第
七
百
四
十
五

条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
っ
て
市
町
村
長
（
同
項
に
お
い
て
法
第
三
百
八
十
三
条

を
準
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
道
府
県
知
事
）
に
提
出
す
べ
き
償
却
資
産
に
係
る
申
告
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、

新
規
則
第
二
十
六
号
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と

が
で
き
る
。

６

市
町
村
は
、
法
第
三
百
八
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
る
土
地
名
寄

帳
及
び
家
屋
名
寄
帳
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
二
十
八
号
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一

日
ま
で
の
間
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

７

地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
八
年
政
令
第
八
十
三
号
）
附
則
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
令
第
一
条
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年

政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
附
則
第
十
一
条
第
八
項
に
規
定
す
る
車
両
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、

旧
規
則
附
則
第
六
条
第
二
十
四
項
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

８

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
二
号
）
附
則
第
十
四
条
第
十
九
項
の
規
定
に
よ
り
な

お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
法
第
一
条
に
よ
る
改
正
前
の
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る

償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
旧
規
則
附
則
第
二
十
四
条
第
十
二
項
（
第
二
号
に
係
る
部

分
に
限
る
。）の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
六
条

旧
規
則
第
三
十
三
号
の
四
の
二
様
式
、
第
三
十
三
号
の
五
様
式
又
は
第
三
十
四
号
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い

て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
七
条

地
方
自
治
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
内
務
省
令
第
二
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
四
条
の
見
出
し
中
「
令
和
三
年
度
か
ら
令
和
八
年
度
ま
で
の
間
」
を
「
令
和
八
年
度
」
に
改
め
、
同
条
中

「
令
和
三
年
度
か
ら
令
和
八
年
度
ま
で
の
間
」
を
「
令
和
八
年
度
」
に
、「４

地
方
特
例
交
付
金

」
を
「５

地
方

特
例
交
付
金

」
に
、「９

地
方
特
例
交
付
金

」
を
「８

地
方
特
例
交
付
金

」
に
改
め
る
。


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